
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

別　紙

うち、先駆的事業 -                       

27,164,039       

消費者行政決算総額（見込み）

62,257,993       

56,187,915       

都道府県決算（見込み）

-                       

-                       -                       

137,980,435                                                              

-                     

22,942,855         39,315,138         

27,164,039         

82,666,167         82,666,167       

-                       -                     

720,787,253                                                              

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

130,348,471     

-                     

186,536,386     

3,381,740           

-                       

-                       

合計

9,462,761         

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

支出等額

6,081,021           

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

管内市町村決算（見込み）

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

市町村 合計

-                       4,985,426           4,985,426         
１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

都道府県事業名（事業メニュー）

26                    

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

186,536,386                                                              

186,536,386                                                              

582,806,818                                                              

％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合 26                                                                  

26                                                                  

％ ％

26                    ％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人

県 0

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県

82,715,858

管内市町村 67

対象人員数
（報酬引上げ）

103 46,634

追加的総業務量（総時間）
対象人員数

（勤務時間、日数等の拡大）

千葉市、松戸市、茂原市、成田市、佐倉市、旭市、習志野市、流山市、八千代市、君津市、袖ケ浦市、八街市、白井市、富里市、匝瑳市、香取市、山武市、大網白里市

管内市町村
千葉市、銚子市、市川市、船橋市、館山市、木更津市、松戸市、野田市、茂原市、成田市、佐倉市、東金市、旭市、習志野市、流山
市、八千代市、我孫子市、鎌ケ谷市、君津市、四街道市、袖ケ浦市、八街市、白井市、富里市、南房総市、匝瑳市、香取市、山武市、
大網白里市、栄町、多古町、東庄町、九十九里町、横芝光町、一宮町、睦沢町、長生村、白子町

人

管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

法人募集型

人日

人日

事業実施自治体

人

自治体参加型

実施形態 管内全体の研修参加・受入（実績）

人

県

114

人日

事業実施自治体

人日



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

10,450,000 56,724,795 59,698,000 26,307,000 22,141,000 23,821,368 10,225,547 

9,805,000 9,805,000 8,000,254 8,000,254

4,200,000 1,500,000 5,700,000 4,200,000 1,500,000

500,000 500,000 197,640 197,640

5,700,000

9,848,000 6,378,000 2,670,000 9,581,841 6,400,435

27,565,000 5,424,000 22,141,000 27,164,039 5,023,039

6,280,000 6,280,000 6,081,021

交付金等対象経費

6,081,021 消費生活相談員等レベルアップ研修の開催

消費生活相談員報酬・共済費及び旅費

市町村等消費者教育コーディネーター養成講座、若者向け消費者教
育普及事業、消費者被害防止のための高齢者等見守り講座の開催

消費者団体ネットワーク強化・活性化事業、適格消費者団体の設立
推進に向けた補助金

消費者相談窓口広報・啓発、県民提案事業

景品表示法ガイドブックの印刷

事業経費

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

22,141,000

2,644,526

22,141,000 

事業の実績

29年度
本予算

事業経費
交付金等対象経費

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業（実績）の概要事業名（事業メニュー）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

合計

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

・消費生活の安定及び向上に向けた12事業を企画・実施する県民団体に委託し、消費生
活に関する問題解決に向けた取組を推進することができた。
・県内相談窓口周知用の啓発資材（クリアファイル）のほか、消費生活相談の事例などをま
とめたミニ冊子を作成するなど、消費者啓発を行った。

事業強化・機能強化の成果

【基金】消費生活相談員等レベルアップ研修（委託料 6,081,021円）
市町村の消費生活相談員等を対象にレベルアップのための研修を行い、市町村の相談支
援を図ることができた。

・ショッピングモールにおけるフォーラムの開催やウェブサイト・冊子を作成することによっ
て、一般県民・市町村に対し、県内消費者団体の活動を周知・広報することができた。
・適格消費者団体を目指す団体に対し補助金を交付し、適格消費者団体としての認証に
必要な活動実績となる事業の実施を支援することができた。

県消費者センター相談員による市町村相談窓口への巡回指導、困難事例の相談等の市町
村相談員及び消費者教育推進に向けた支援の実施により、市町村の相談窓口の機能強
化を図った。

【交付金】県民提案事業（委託料 6,066,784円）、【交付金】消費生活相談窓口の周知用資材（需用費 1,253,070円）、【交付
金】消費者啓発用冊子（需用費680,400円）

年間研修総日数

年間研修総日数 人日

・県民を対象に消費生活に関する講座を実施し、消費者教育を担う人材を育成することが
できた。
・県独自作成のテキストを活用した高校生向け講座を、県内高校で実施したほか、実施す
る講師（消費生活相談員、行政職員、教員等）を養成することができた。
・民生委員や福祉関係者に対する講座を開催するとともに、啓発物資を作成・配布すること
によって地域による見守りや関係者の連携の重要性を周知することができた。

人日

人

【交付金】消費者団体ネットワーク強化・活性化事業（委託料4,200,000円）、【基金】適格消費者団体設立推進事業補助金
（補助金 1,500,000円）

人日

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

実績

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

参加者数

自治体参加型

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

参加希望者数

年間研修総日数

【交付金】市町村等消費者教育コーディネーター養成講座（委託料 4,423,249円）、【交付金】若者向け消費者教育普及事
業（委託料 1,554,000円、需用費423,186円）、【基金】消費者被害防止のための高齢者等見守り講座（委託料2,451,746）、
【基金】高齢者の消費者トラブル見守りガイドブック（需用費192,780）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事業計画

人

人

人日

実地研修受入希望人数

法人募集型

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

対象経費（実績）

研修参加・受入要望

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

【交付金】市町村支援の相談員経費（報酬 23,259,148円、共済費 3,375,505円、旅費529,386円）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

実施形態

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

年間研修総日数

研修参加・受入

実地研修受入人数



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

千葉市、銚子市、市川市、木更津市、茂原市、旭市、習志野市、柏市、市原市、流山市、八千
代市、鎌ケ谷市、君津市、八街市、印西市、白井市、富里市、南房総市、匝瑳市、山武市、大
網白里市、栄町、東庄町

市川市、船橋市、佐倉市、流山市、我孫子市

交付金等対象経費

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

2,445,200 336,000

事業の実績

交付金等対象経費

松戸市、東金市、匝瑳市、大網白里市

船橋市、木更津市、野田市、茂原市、成田市、佐倉市、旭市、習志野市、浦安市、四街道市、
八街市、印西市、富里市、山武市、大網白里市

29年度
本予算

事業経費

事業計画

2,781,2002,534,000 336,000

実施市町村

基金
（交付金相当分）

事業経費

586,000 469,062 469,062586,000

1,917,000 1,808,000 14,000 1,721,164 14,0001,735,164

960,000 600,000620,000

1,695,988

2,079,160

57,206,191

4,965,288 577,000

63,595,000 179,758,136 2,455,000 2,295,988 64,457,483 73,402,000 

90,072

192,094,000 

千葉市、市原市、白子町

7,151,000

36,244,000

256,000

千葉市、銚子市、市川市、船橋市、館山市、木更津市、松戸市、野田市、茂原市、成田市、佐
倉市、東金市、旭市、習志野市、流山市、八千代市、我孫子市、鎌ケ谷市、君津市、四街道
市、袖ケ浦市、八街市、白井市、富里市、南房総市、匝瑳市、香取市、山武市、大網白里市、
栄町、多古町、東庄町、九十九里町、横芝光町、一宮町、睦沢町、長生村、白子町

千葉市、木更津市、習志野市、柏市、八街市、富里市、山武市、東庄町

30,544,000 56,768,000

柏市

4,342,174577,000

129,072,187

5,486,000

千葉市、銚子市、市川市、船橋市、木更津市、松戸市、野田市、茂原市、旭市、習志野市、柏
市、市原市、流山市、八千代市、我孫子市、鴨川市、鎌ケ谷市、君津市、浦安市、四街道市、
八街市、白井市、富里市、南房総市、匝瑳市、大網白里市、栄町、東庄町、九十九里町、芝
山町、横芝光町、一宮町、睦沢町、長生村、白子町、御宿町

14,000 1,835,000 14,000

5,048,20927,178,523

25,459,976

111,752

1,661,000

6,476,000

34,712,550

1,020,000

2,273,453

135,649,000

3,270,000

28,057,000

63,595,000 

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

合計

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

松戸市、習志野市、流山市、八千代市、我孫子市、白井市

2,980,000

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

1,679,560 399,600

90,072111,000

116,000

1,580,000

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

2,380,000 2,150,000 400,000



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

啓発物品や情報誌・チラシを配布したり、専門家による相談会や講演会・講座等を開催することにより、消費者被害防止の注意喚起を促すなど消費者の啓発を図ることがで
きた。

うち管内の市町村合計

交付金相当分

うち都道府県

消費者からの依頼により持ち込まれた食品や飲料水の中の放射性物質検査を実施することにより、食に対する不安を解消することが出来た。

円

解決困難事例に対して、弁護士の助言を得ることにより、解決に向けた適切な対応をより迅速に図れた。

うち都道府県

事業強化・機能強化の成果の概要

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

国民生活センター等が主催する研修に参加することにより、相談員等のレベルアップを図ることができた。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

学校と連携し学校現場での消費者教育の充実を図り、また、自治会や医療機関、民生委員等様々な地域の団体等との連携により消費者に対して啓発を行った。

研修における弁護士からのアドバイスにより、問題解決に向けての適切な対応がより迅速になり、相談員のレベルアップを図ることができた。

円

29市8町１村において、消費生活相談員を新たに雇用したり勤務時間の延長・日数を拡大することにより相談体制が強化された。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円 12,521,535                     

円

128,052,483          

事業者向けの啓発ポスターを作成し市内を巡回するバスに掲載することによって、消費者被害防止の注意喚起を促すことができた。

10,225,547                     

円

消費者教育の担い手である多様な団体や消費者に対する情報提供や支援を目的とした登録制度を運用した。食育に関連した情報紙を作成・配布し消費者教育の充実を
図った。消費者トラブル等の情報提供を町内会等を通じて広く周知した。

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

うち管内の市町村合計

交付金分 174,014,851          

2,295,988                       

円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑧消費生活相談体制整備事業

事業名（事業メニュー）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

リーフレット等の配付によるセンターの周知、参考図書の購入、相談窓口・備品等の整備により相談環境・機能が向上した。

45,962,368            



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

円

円

円

円

17,565,160

53,599,760

-                       

円

円

534,250,867        

101,495,721     

186,028,198     

人

人

円

395,523,923     

-                    

639,351            円

人

円

人

-                    

円

円

円

円

うち先駆的事業

うち都道府県

581,552,121     

うち先駆的事業

円

うち管内市町村

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                       

81,792,520         

％25.9

40.7

円

-                     

円

252,781,371      

-                     

-                     

円

円

-                        

-1,948,804        

円円

56,187,915           円

対前年度差

2,588,155         

円

％

452,458,347        

139,235,132      

円

円

円

-30,541,695      

うち交付金等対象の賃料、人件費等

-                     

140,675,748      

25,646,220        

うち交付金等対象経費

円

7,859,510         

円

-                     

％

円

円

-                     

138,726,944      

うち管内市町村

円

人

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の賃料、人件費等

円円

-1,209,983        

円

円

円

円

円

508,188            

-2,079,967        

円

円

円

円

138,595,781      

137,341,084     ①都道府県の消費者行政決算見込み額

26,634,653

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 311,782,599

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

83,930,561

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

うち都道府県

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点）

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点）

うち管内市町村

22.4

円442,359,662        

うち都道府県

うち管内市町村

円

うち都道府県

137,980,435         

うち交付金等対象外経費 112,334,215

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

前年度平成２０年度

円 円

円円

円

9,069,493         

円

円

444,211,037     

112,334,215        

うち交付金等対象の賃料、人件費等

今年度

330,025,447        

円

円

円 81,792,520

円

83,741,324円

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

582,806,818         円 円

対平成２０年度差

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

うち交付金等対象経費

720,787,253         

円

円円132,428,438

330,025,447

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県 円

-                        

円

円

-                       

130,348,471         

186,536,386         

円円

円

442,359,662        

452,458,347

91,891,205        

82,720,578

円109,355,231         

534,250,867         

円

円

円

278,427,591      

122,432,900      



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

困難事例に対する助言・事例検討の拡充により、相談現場の負担軽減を図った。

②研修参加支援

③就労環境の向上

処遇改善の取組 具体的内容

人

38,596,666                           

円

円

人

人 今年度末実績

相談員総数

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

相談員総数

人

人

相談員総数 23

前年度末 今年度末実績

相談員総数 21

相談員総数

消費生活相談員の配置

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

26,081,298                           

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

21 今年度末実績

前年度末の基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

円

前年度末

うち定数外の相談員

うち定数内の相談員

前年度末

①報酬の向上 平成28年度より消費生活相談員の報酬を増額（日額+200円、月額+3,600円）

④その他

うち委託等の相談員 前年度末

人

今年度末実績 相談員総数 23

相談員総数

人

相談員総数

人

12,521,535                           

設置当初の基金残高（交付金相当分） 750,000,000                          

円

円6,167                                   

円



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

相談日数の増、業務時間拡大（栄町）
専門相談員・弁護士等によるアドバイス実施（船橋市、茂原市、四街道市、大網白里市）
休暇増（佐倉市、袖ケ浦市、山武市）
行政職員とのミーティング（山武市）

④その他 ○

②研修参加支援

○①報酬の向上

○

③就労環境の向上 ○
備品・参考図書類の整備（松戸市、茂原市、習志野市、鎌ケ谷市、印西市、白井市、大網白里市）
報酬・旅費請求時の事務簡略化（木更津市）
複数人体制・シフト・勤務時間の調整（成田市、佐倉市、袖ケ浦市、八街市）

今年度末実績 相談員総数

相談員総数 167

研修の支援（千葉市、銚子市、市川市、木更津市、茂原市、成田市、佐倉市、東金市、旭市、習志野市、市原市、流山市、八千代市、我孫子市、鎌ケ谷市、浦安市、袖ケ浦市、八街市、印西
市、白井市、富里市、匝瑳市、山武市、大網白里市、栄町、横芝光町）

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 165前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

報酬の増額・社会保険料負担（千葉市、木更津市、松戸市、茂原市、成田市、佐倉市、旭市、習志野市、市原市、流山市、八千代市、我孫子市、君津市、袖ケ浦市、八街市、印西市、白井
市、富里市、匝瑳市、香取市、山武市、大網白里市）
通勤費・交通費の支給・見直し（館山市、八千代市、大網白里市）

前年度末 相談員総数

消費生活相談員の配置 人

7うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 147前年度末

人 今年度末実績相談員総数 7

今年度末実績

人相談員総数

10 人

相談員総数150 人

11人


